
県有施設の屋根貸しによる太陽光発電事業基本協定書 

 

 福岡県（以下「甲」という。）と●●●●●●●●（以下「乙」という。）とは、福

岡県立福岡農業高等学校（以下「県有施設」という。）の屋根貸しによる太陽光発電事

業（以下「本件事業」という。）について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲及び乙が相互に協力し、本件事業を円滑に実施するために基本

的な事項を定めることを目的とする。 

  

（基本理念） 

第２条 甲及び乙は、この協定に定められた事項につき、信義に従い、誠実にこれを履

行しなければならない。 

 

（公共性の尊重） 

第３条 本件事業は、甲が推進する再生可能エネルギーの導入推進を目的としており、

乙は、本件事業の公共性を十分に理解し、その趣旨を尊重するものとする。 

 

（事業の概要、太陽光発電設備等の設置場所、対象設備等） 

第４条 乙は、甲が所有する県有施設の屋根及び屋根以外のその他当該施設内及び敷地

（以下「屋根等」という。）を使用し、本件事業を行う。 

２ 乙は、別表に示す範囲において事業を行うこととする。 

３ 屋根等に設置されている設備は、太陽光パネル（架台、基礎含む）、パワーコンデ

ィショナ、電力メーター、引込開閉器盤、交流集電箱、計測用コントロールボックス、

電線等（以下「太陽光発電設備等」という。）である。 

４ 乙は、太陽光発電設備等を本件事業のために使用し、その他の用途に使用してはな

らない。 

 

（法令遵守） 

第５条 本協定書は法令に基づき解釈され、かつ、履行を強制されるものとし、電気事

業法（昭和３９年法律第１７０号）、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する

特別措置法（平成２３年法律第１０８号）等の関係法令を遵守するものとする。 

 

（通知、請求等の様式その他） 

第６条 本協定に関する甲乙間の通知、請求及び解除は、書面により行うものとする。 

２ 本協定の履行に関して、甲乙間で用いる言語は、日本語とする。 

３ 本協定の履行に関して、甲乙間で用いる計量単位は、計量法（平成４年法律第５１

号）の定めるところによる。 

 

（公租公課） 

第７条 本件事業に関連して賦課される公租公課は、乙が負担しなければならない。 

 

（行政財産の目的外使用許可） 

第８条 乙は、本件事業を行うために、第４条に規定する範囲に関し、当該施設の管理

者より、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の４第７項に規定する行

政財産の目的外使用許可を受けなければならない。 

２ 乙が県有施設の屋根又は、電力系統との接続を目的とした電線配線のためにその他

施設内及び敷地を、行政財産の目的外使用許可に基づいて使用する場合の使用料は年

額●●●円／㎡を単位として、前項の定めに基づき甲が乙に交付する「行政財産使用

許可書」において定める。 



３ 乙が県有施設の前項に掲げる範囲以外を使用する場合の行政財産の目的外使用許

可に係る使用料については別途行政財産使用許可書において定める。 

 

（売電及び事業期間） 

第９条 乙が太陽光発電設備等を用いて、電気事業者への売電を行う期間（以下「売電

期間」という。）は、本協定締結翌日から令和１７年３月末までとする。 

２ 本件事業の期間は、前項の売電期間に、太陽光発電設備等の撤去及び原状回復に要

する期間を含めた期間とする。 

 

（権利譲渡等の禁止） 

第１０条 乙は、次に掲げることをしてはならない。ただし、事前に文書により甲の承

諾を得たときは、この限りではない。 

（１）使用許可場所を第三者に転貸し、又は使用許可に伴う権利義務を第三者に譲渡す

ること。 

（２）太陽光発電設備等の更新等に必要なものを除き、使用許可場所の原形を変更し、

又は当該地に本件事業に必要な設備以外の構造物を設置すること。 

（３）電力会社との系統連系に伴う権利義務を第三者に譲渡すること。 

 

（本件事業の第三者への委託） 

第１１条 乙は、本件事業を一括して第三者に委託してはならない。 

２ 乙は、本件事業の一部を第三者に委託する場合には、第三者がさらに他の第三者に

本件事業を委託することを禁じなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第１２条 乙は、本件事業を実施するに当たり、業務上知り得た情報を第三者に漏らし

てはならない。 

２ 乙は、本件事業の一部を第三者に委託した場合には、当該第三者が本件事業を行う

に当たり、業務上知り得た情報を他の第三者に漏らさないよう必要な措置を講じなけ

ればならない。 

３ 第１項及び前項の規定は、本件事業期間の終了後も同様とする。 

 

（資料等の返還等） 

第１３条 乙は、本件事業を実施するために甲から資料等の提供を受けた場合について、

本件事業期間の終了時又は終了前に不要になった場合には、速やかに返却するものと

する。 

 

（連絡責任者） 

第１４条 甲及び乙は、本件事業を実施する上で必要な報告及び指示等を担当する責任

者を相互に定めることとする。 

２ 連絡責任者の選任又は変更に当たっては、甲及び乙は、その役職、氏名及び連絡先

等を速やかに相手方に文書で通知することとする。 

 

（発電状況等の報告） 

第１５条 乙は甲に対し、各年度毎の発電量実績をその翌年度の４月末までに県有施設

の管理者あてに報告するものとする。 

 

（原状変更行為の制限） 

第１６条 乙は、第８条における行政財産の目的外使用許可を受けた場所について原状

変更行為をするときは、事前に甲から文書で許可を受けなければならない。 

 



（事前調査等） 

第１７条 乙は、本件事業の遂行に当たり県有施設の現地調査等を行う場合、あらかじ

め現地調査等の内容を記載した書面をもって甲に申請し、その承認を受けなければな

らない。 

２ 甲は、前項の現地調査等に当たり、乙に対して必要な資料等の提供について協力す

るものとする。 

 

（施設内及び周辺地域等への配慮） 

第１８条 乙は、太陽光発電設備等の工事、管理等に当たり、県有施設及び当該敷地内

の他の施設をはじめとして、周辺地域に最大限の配慮をするとともに、法令等を遵守

するものとする。 

 

 （管理義務） 

第１９条 乙は、関係法令及び甲の指示に伴い、善良な管理者の注意をもって使用許可

財産を管理しなければならない。 

２ 乙は、太陽光発電設備等の落下や雨漏り等が生じないように十分な措置を講じなけ

ればならない。また、当該設備が常に正常な状態で運用できるように、適切に管理し

なければならない。 

３ 前項の規定による太陽光発電設備等の維持管理に要する費用は、全て乙の負担とす

る。 

４ 乙は、太陽光発電設備等を設置する屋上面全てについて、事業期間を通じて防水機

能に支障がないことを保証しなければならない。事業期間中に予見不可能な天災地変

による破損以外で雨漏りが発生した場合は、乙の負担により屋上防水の補修を行うこ

と。ただし、乙に責がないことが明らかである場合はこの限りではない。 

５ 本件事業についての事業計画、事業実施等に係る県有施設の管理者への説明調整等

は、乙の責任において適切に行うこと。 

６ 乙は県有施設の使用及び設備の工事に当たって、事故防止の措置を講じるとともに、

付近住民に迷惑をかけることのないように十分注意しなければならない。万一、苦情、

事故等が起きた場合においては、乙の責任において処理するものとする。 

７ 乙は、太陽光発電設備等の工事、管理等に伴う事故が発生したときは、直ちに県有

施設の管理者に報告するものとする。 

８ 県有施設の管理者が事故発生の報告を受理したときは、乙は、速やかに実態を調査

し、その損害を把握し、適切な措置を講じ、再発を防止するための対応を行うものと

する。 

９ 県有施設の管理者及び乙は、緊急時の連絡体制を整備しておくものとする。 

 

（事故又は不可抗力発生時の対応） 

第２０条 甲は、県有施設に関連して事故又は不可抗力が発生し、太陽光発電設備等へ

の影響が予想される場合又は影響が発生した場合は、乙にその旨を直ちに通報すると

ともに、その影響により発生する損害、損失又は増加費用を抑制するよう努めるもの

とする。 

２ 乙は、太陽光発電設備等に関連して事故又は不可抗力が発生し、県有施設への影響

が予想される場合又は影響が発生した場合は、甲にその旨を直ちに通報するとともに、

その影響により発生する損害、損失又は増加費用を抑制するよう努めるものとする。 

 

（不可抗力によって発生した費用等の負担） 

第２１条 不可抗力の発生に起因して、甲又は乙に損害、損失又は増加費用が発生した

場合は、その内容や程度の詳細を相互に通知するものとする。 

２ 甲又は乙は、前項の通知を受けた場合に、損害、損失又は増加費用の状況を確認し

た上で協議し、不可抗力の判定や費用負担等を決定すること。 



 

（甲が実施する施設工事への対応） 

第２２条 事業実施期間中において、甲が県有施設の経年劣化等、県有施設側の都合に

より屋根等の工事等を行う場合、甲乙協議により工事に支障があると判断した場合は、

乙の負担により、太陽光発電設備等の一時撤去・保管及び再設置を行わなければなら

ない。ただし、同一事由により同一設備を複数回一時撤去・保管及び再設置する必要

がある場合は、２回目以降は甲の負担により行う。 

２ 甲は、前項の場合において乙に太陽光発電設備等の一時撤去・保管及び再設置を行

わせる場合は、乙に対して事前に通知するものとし、またスケジュール等について双

方で協議を行うものとする。 

 

（必要機材及び消耗品等） 

第２３条 乙は、この協定で定めた内容の履行に必要な機材、機具及び消耗品等の経費

を全て負担しなければならない。 

 

（太陽光発電設備等設置場所への立入権） 

第２４条 乙は、太陽光発電設備等の工事、管理等のため、県有施設における設置場所

に立ち入ることができる。 

２ 乙は、県有施設に立ち入る場合は、その都度当該管理者に身分等を証する書類を提

示し、承認を得なければならない。 

 

（太陽光発電設備等への保険付保） 

第２５条 乙は、太陽光発電設備等の維持管理に際し、第９条第２項に定めた期間中に

必要と考える保険を付保し、この保険料については乙の負担とする。 

 

（太陽光発電設備等の取扱情報提供） 

第２６条 乙は、既に設置されている太陽光発電設備等の更新、増設その他の原状変更

を行った場合は、当該変更後の設備の取扱及び注意事項について、説明を行わなけれ

ばならない。 

 

（本協定の解除）  

第２７条 甲は、乙がこの協定に定める事項に違反したとき、又は次の各号のいずれか

に該当する事由が生じたときは、何らの催告を要せずに直ちにこの協定の全部又は一

部を解除することができる。この場合、乙に損害が生じたとしても、甲は、その損害

賠償の責めを負わない。 

（１）重大な過失又は背信行為があったとき。 

（２）地方自治法施行令第１６７条の４の規定（一般競争入札に参加させないことがで

きる事由など）に該当したとき 

（３）福岡県における建設工事等又は物品買い入れ等に係る指名に関する規定に基づき、

指名停止措置を受けたとき。 

（４）仮差押、仮処分、競売、破産、民事再生手続開始、会社更生手続開始、会社整理

開始、特別清算開始の申し立てがあったとき。 

（５）手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

（６）租税公課の滞納処分を受けたとき。 

（７）福岡県暴力団排除条例（平成２１年福岡県条例第５９号）に定める暴力団員又は

暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者であることが判明したとき。 

（８）関係法令に違反し、経済産業省の設備認定が取り消されたとき。 

（９）その他本協定を継続し難い重大な事由が発生したとき。 

２ 乙は、前項の規定により協定を解除された場合において、既に納付した使用料の返

還を求めることはできない。 



 

（期間内の協定終了等） 

第２８条 甲は、特別の理由により必要と認めたときは、３か月前までに書面で乙に通

知することにより、本協定を解除することができる。 

２ 乙は、本協定で定めた事業期間中であっても、６カ月前までに書面で乙に通知する

ことにより、本協定の解約を申し入れることができる。 

３ 天災地変その他不可抗力により太陽光発電設備等としての使用を継続することが

困難と判断された場合は、甲乙協議により、本協定を合意により終了させることがで

きる。 

 

（本協定の変更） 

第２９条 本件事業の内容を変更する場合、又は特別な事情が生じた場合は、甲乙協議

の上、双方合意のもと、本協定の規定の変更を行うことができるものとする。 

 

 （使用許可財産の返還及び原状回復） 

第３０条 乙は、本協定で定めた事業期間が満了する期日までに太陽光発電設備等を乙

の負担で撤去し、使用許可財産を原状に復した上、甲に返還しなければならない。ま

た、乙は原状回復を行うに当たっては、屋上防水についてもその後の防水機能に支障

がないように対策を講じなければならない。 

２ 乙は、第２８条の規定により本協定を終了したときは、甲の指定する期日までに使

用許可財産を原状に復した上、甲に返還しなければならない。 

３ 乙が前２項の規定により原状に復して返還しない場合は、甲が撤去及び処分並びに

原状回復のための処理を行い、その費用を甲に請求することができる。 

４ 前項の場合において、甲は、乙の返還義務不履行による損害の賠償として、協定が

終了又は満了した日から甲が原状回復した日までの期間の使用料を乙に請求するこ

とができる。 

 

（違約金） 

第３１条 乙が前条第３項に規定する費用について、甲が定める支払い期限までに支払

わないときは、納付期限の翌日から納付した日までの日数に応じ、費用の金額の年２．

５パーセントを乗じて計算した額（１０円未満の端数があるときは１０円未満を切り

上げる）の違約金を甲に支払わなければならない。なお、遅延利息の率については、

財務省から告示される「政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率」の改正があった

場合は、それに準ずる。 

 

（損害賠償） 

第３２条 太陽光発電設備等に起因して、県有施設に損害を与えたときは、乙がその損

害を賠償すること。また、風水害等の天災地変により太陽光発電設備等に起因して県

有施設に損害を与えたときも同様とする。 

２ 前項のほか、乙が第１９条に定める注意を怠り、故意又は過失によって甲に損害を

与えた場合、又は第２７条第１項により甲が協定を解除した場合においても、甲は乙

に対しその損害賠償を求めることができる。 

３ 甲が本協定上の義務を履行しないために乙に損害を与えた場合は、その損害を賠償

しなければならない。 

 

（第三者への賠償） 

第３３条 本件事業の実施に関連して、乙の責めに帰する事由により第三者に損害を及

ぼすおそれがある場合は、乙の責任において損害の発生を防止し、第三者に損害を及

ぼした場合は、乙の負担において損害を賠償しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項の損害が甲の責めに帰する事由による場合は、その



損害は甲が賠償することとし、甲、乙双方の責めに帰する事由による場合は、甲、乙

双方協議の上、その負担割合を定めるものとする。 

 

（調査） 

第３４条 甲は、この協定に関し必要があるときは、甲の指定する職員に調査させ又は

乙から資料の提出を求めることができる。 

 

（有益費等の請求権の放棄） 

第３５条 乙は、本協定に基づく太陽光発電設備等の設置及び管理に伴い、使用許可財

産に投じた有益費又は必要費があっても、これを甲に請求しないものとする。 

 

（住所等の変更の届出） 

第３６条 乙は、その住所又は氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者）に変更が

あったときは、速やかに甲に届け出るものとする。 

 

（実施計画の遵守） 

第３７条 乙は、本件事業の遂行に当たり、「福岡県 県有施設の屋根貸しによる太陽

光発電事業 事前審査」において乙が提出した事業実施計画書の記載内容の内容を遵

守しなければならない。ただし、甲の承認を受けた場合は、この限りでない。 

 

（費用負担） 

第３８条 この協定により生じる費用は、乙の負担とする。 

 

（管轄裁判所） 

第３９条 この協定から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、福岡地方裁判

所を専属的合意管轄裁判所とする。 

 

（協議） 

第４０条 この協定に定めのない事項について定める必要が生じたとき、又はこの協定

に定める事項に疑義が生じたときは、甲乙誠意をもって協議し、その解決に努めるも

のとする。 



 

 この協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保

有する。               

 

 

令和    年  月  日 

 

 

                                   甲 福岡県福岡市博多区東公園７－７ 

福岡県 

代表者  福岡県知事 

 

                                                                         

                                   乙 住 所 

事業者名 

代表者 

 

 

 別表（第４条関係） 
 

施設名 所在地 対象面積 発電出力 

福岡県立福岡農業

高等学校（実習棟） 
太宰府市大佐野250 

①屋上：423.552㎡ 

②配線部分：0.735㎡ 

③土地：3.2㎡ 

④電柱設置本数：本柱1本 

40.0kW 

 


